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放課後児童クラブと学校教育に関する一考察
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A Study on clubs for after school activities for children
and school education
Toshinori Kawamata
In this article, I am surveying the history and the present condition of clubs for after
school activities for children, and summarizing the knowledge of precedence research, and
argued about the preceding paragraph story which advances surveillance study on "food
education" and "different age exchange" in Mie Prefecture.
Clubs for after school activities for children which were legislated in 1997 and the
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology and the Ministry of Health,
Labour and Welfare advanced together in 2007.
Surveillance study about a turning point or the actual condition has been performed.
Compared with other areas, the surveillance study which put all prefectures into the view
is considered to be a significant thing about "food education" and "different age exchange"
in Mie Prefecture which can never be said to be active [ care of schoolchildren after school
hours ].
Also from the talk from the person experienced in instructor part-time job, it seems that






























東京都の学童保育連絡協議会は 1964 年に第 1 回研究集会を開催し、1967 年に第 2 回目が開




学童保育の制度化は、1970 年代から何度も国会請願（第 1 回の 1973 年 8 万余り、第 4 回の
1979 年 37 万 7,908 名の署名）がなされ、厚生省は概算要求を続け、市議会・県議会などから
国へ要望が何度もなされるなど、幅広くさまざまな層からの活動が展開されていた。そして、
ついに、1997 年 6 月に児童福祉法が改正され（1998 年 4 月施行）、学童保育は厚生省所管の
「放課後児童健全育成事業」として、法律のなかに位置付けられることになったのである。具











プラン」が緊急 3 か年戦略で展開し、2002 年からは「新子どもプラン」が進められた。さら
に、2004 年度から緊急 3 ヵ年計画として「地域子ども教室」が進められ、全国 8,318 カ所で
実施された（2006 年度）。2007 年度からは「放課後子ども教室推進事業」として、仕組み内容
を変更して実施された。










いま確認したように、学童保育の大きな転換期は、1997 年と 2007 年である。前者は法制度
の中に学童保育が初めて位置づけられた年であり、後者はそれまで厚労省と文科省が別々に対
応してきたものが、「一体的」あるいは「連携」の方向性が出された年である。
続く 2008 年 2 月の「新待機児童ゼロ作戦」では、学童保育利用児童を 10 年間で 3 倍に増や
すことが目標とされた(5)。その後、政権交代があり、2010 年 1 月に閣議決定された「子ども・
子育てビジョン」では、学童保育利用児童を 5 年間で 30 万人増やすことや質の向上が目標と
された。そして、2011 年 7 月の「子ども・子育て新システム」中間とりまとめにおいて、「小
学校 4 年以上も対象となることの明記」「人員配置、施設、開所日数・時間等の一律の基準の
設定」などが示された。
2011 年 5 月 1 日現在、学童保育数は 2 万 204 ヵ所、入所児童数 81.9 万人、待機児童数は約
6000 人である［全国学童保育連絡協議会,2011:20］(6)。
１・２． 学童保育の現況


















ペース」「児童一人あたりおおむね 1.65ｍ2 以上」「衛生及び安全が確保」などの 3 項目が掲げ
られているにとどまり、室数等には触れられていない。
ここで、学童保育の全体像をイメージする意味で全国統計を概観しておこう(7)。
まず、運営主体は、公立公営が 40.5％（8,179 ヵ所）、法人等が 21.8％（4,402 ヵ所）、地域
運営委員会が 18.2％（3,671 ヵ所）、社会福祉協議会が 10.5％（2,124 カ所）、その他が 1.9％
（381 ヵ所）である(8)。
開設場所は、学校施設内が 51.3％（10,362 カ所）、児童館内が 13.3％（2,686 ヵ所）、その他
の公的施設が 9.3％（1,885 ヵ所）、学童保育専用施設が 8.0％（1,623 ヵ所）、法人等の施設が
6.7％（1,348 ヵ所）、民家・アパートが 6.4％（1,298 ヵ所）、その他が 5.0％（1,002 カ所）で
ある。学校の余裕教室を活用しているところが 5,249 ヵ所もあり、学校施設内が学童保育全体
の過半数を占めている。
児童数は、9 人以下が 3.6％（727 ヵ所）、10～19 人が 10.8％（2,178 ヵ所）、20～39 人が
37.4％（7,556 ヵ所）、40～49 人が 19.2％（3,889 ヵ所）、50～70 人が 22.8％（4,603 ヵ所）、
71～99 人が 4.9％（991 ヵ所）、100 人以上が 1.3％（260 ヵ所）であった。「ガイドライン」で



















学童保育に関して、すでに 1998～1999 年に「シリーズ学童保育」が 5 冊刊行され、「総論」
「生活づくり」「指導員論」「父母会」「現状と課題」という特集のなかで、当時の状況を概観す
ることができる［『学童保育』編集委員会,1998～99］。また、学童保育指導員専門性研究会が、





の検索機能を用いた(9)。表１は、2011 年 11 月 30 日に「学童保育」の単語で論文を検索した結





































2011年 54 5 1 2 1 6 5 1 4 2 4 2 21
2010年 75 9 3 1 7 10 2 1 8 4 4 6 3 17
2009年 79 6 1 2 10 3 3 12 2 1 1 2 8 7 6 1 14
2008年 73 8 3 5 3 3 3 1 2 1 7 5 13 1 18
2007年 55 3 1 1 4 5 3 2 1 8 3 7 1 16
2006年 51 14 1 3 1 3 2 3 4 7 1 12
2005年 66 4 2 4 3 6 1 1 2 6 2 7 2 26
2004年 56 9 1 2 2 5 1 2 1 6 2 6 2 17
2003年 53 7 4 1 7 6 1 1 5 2 5 1 13
2002年 49 9 2 5 2 3 3 1 1 6 3 14
2001年 71 12 3 14 1 2 1 8 3 7 1 19
2000年 21 8 2 1 1 3 1 1 4
1999年 33 1 8 1 1 2 1 6 1 3 9
1998年 13 1 5 2 4 1
1997年 11 3 1 3 4
1996年 5 1 1 1 1 1
1995年 4 1 3
1994年 3 1 1 1
1993年 6 5 1
1992年 11 2 1 4 1 1 1 1
1991年 1 1
1990年 2 1 1
1980～89年 36 3 7 2 1 5 7 1 1 9
1970～79年 29 2 3 3 4 4 1 1 11
1963～69年 12 1 3 2 4 1 1

































































特集タイトル 主な内容 刊行年月 刊行号 特集総頁
「学童保育のおやつを考える」 おやつの役割と意義、改善の工夫 1979年11月 51号 21
「安全で豊かな食生活のために」 日本の食糧事情と食生活、おやつの工夫 1985年1月 119号 20
「たのしいおやつ」 座談会、おやつエッセイ、管理栄養士 1989年6月 166号 20
「おやつ大好き」 おやつレシピ、おやつエッセイ、保護者会取り組み 1993年7月 215号 20
「食事、楽しんでいますか？」 わが家の食生活、こどもの文章、学校栄養士 1998年11月 279号 22
「おーい、食べるよー」 こどもの文章、レシピ、食事調査 2003年3月 331号 22
「食をたのしむ」 食を楽しんだ経験の交流、食育基本法 2006年7月 371号 24
「今日のおやつはなぁに」 読者投稿「おやつ事情」14名 2008年1月 389号 24







































『日本の学童ほいく』誌でも、1982 年 2 月（78 号）は「学童保育の異年齢集団を学ぶ」、

































































































































に伴って増加し、2011 年 5 月現在、全国の学童保育は約 2 万ヵ所でその利用児童は約 82 万人
である。三重県における学童保育数は 279 ヵ所であり、そこに 9,276 人の児童が利用している。
三重県の小学校数は 423 校なので、学童保育の設置率（学童保育数÷小学校数）は 66.0％（全
国平均 91.8％）である。低学年児童のなかの学童保育児童比率は 18.1％（全国平均 27.3％）、


















(2) 平日 198 日×6 時間＝1188 時間＋（4 時間授業等の加減）の 3 学年（1～3 年）平均によ
って算出した在校時間と、平均的な学童保育の開設時間（平日 198 日×3 時間 37 分＋土曜











(5)「新待機児童ゼロ作戦」（厚生労働省 2008 年 2 月発表：http://www.mhlw.go.jp/houdou/20
08/02/dl/h0227-1b.pdf）によれば、当時の現行利用者 19％を 60％へ、登録児童数を 147 万
人へ増加させることを目標としている。なお「待機児童」自体については、筆者はかつて論
じたことがある［川又,2011］。
(6) 東日本大震災等の影響で調査できなかった 34 市町村の資料は含まれていない。なお、厚
労省の発表では、「放課後児童クラブ」数 20,561 カ所、登録児童数 83.3 万人、実施市区町
































(16) 三重県学童保育連絡協議会は、2002 年 2 月に結成 20 周年を記念して、全県的な実態調
査を行い、A4 版 32 ページのパンフレットにまとめ、同年 2 月 3 日に開催された第 14 回三
重県学童保育研究集会で配布された。産経新聞に、当時、学童保育の設置率が全国ワースト
2 であり、全市町村の半数に達していない事実が示された（「ねっとわーく」掲載記事『日本
の学童ほいく』322 号（2002 年 6 月）、79 ページ）。同誌「ねっとわーく」には、たびたび
三重県の学童保育に関する情報が掲載されている。
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